
 H29 概要様式 

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名  ふじみ野市教育委員会 

研究課題 

首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業 

（研究課題）人づくり、まちづくり視点に立った、首長部局との協働によるふじ

み野市版コミュニティ・スクール「地域協働学校」の推進 

研究のねらい 

多くの地方自治体で人口減少が進む中、ふじみ野市では、子育て世代の流入が

継続しています。その反面、新たに転居してきた住民と古くからの住民との交流

や地域コミュニティが希薄になっていることなどが市政の課題となっています。  

そこで、総合政策部、市民活動推進部、福祉部、こども・元気健康部など全庁

組織と連携を図り、ふじみ野市版コミュニティ・スクール「地域協働学校」を創

設します。地域コミュニティを活性化していく学習支援プログラムや組織体制を

構築し、地域住民が学校を核に子どもの教育に携わることによって、児童生徒と

市民がともに育ち、市民とともに創る学校づくりを目指します。 

研究の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふじみ野市では、学校と行政が協働し、市の未来を考えた人づくり・まちづく

りを進めております。その核となるのが地域協働学校です。 

地域協働学校とは、ふじみ野市版コミュニティ・スクール（学校運営協議会制

度を導入した学校）の名称です。公立の小・中学校と、その保護者や地域に住む

人々が、力を合わせて学校の運営に取り組む「地域と共にある学校」として、地

域と一体となって学校づくりを進めていくことができるようになります。 

 学校・家庭・地域が、学校の目標とビジョンを共有し、それぞれの役割や責任

を明確にして、学校を核にした地域コミュニティをつくり、共に子供たちを育て

ていくことを目的としています。 



 平成２９年度から、ふじみ野市立上野台小学校とふじみ野市立東台小学校の２ 

つの学校をモデル校に指定して、研究を進めてまいりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

研究の成果 

ふじみ野市では、地域協働学校検討会議を開催し、「学校と保護者、地域が同じ

方向を向いて子供たちを育てていく」をコンセプトに、目指す学校像や児童像、

学校運営などについて保護者・地域、首長部局、教育委員会が一体となり研究を

進めてまいりました。研究を進める中で、地域の教育力を生かした体験的な授業

の充実、地域住民の方や NPO などによる施設・設備の活用促進、地域と学校の行

事連携を図り、地域コミュニティとの繋がりが深まりました。「ふるさと学」では、

企業と連携したキャリア教育、市長部局と連携した環境教育などを実施し、社会

に開かれた教育課程の編成に取り組んでいます。また、加配事務職員を活用し、

ホームページや印刷物による本事業の周知及び啓発、地域人材のデータベース作

成など行い、研究が加速しました。 

今後は、モデル校２校での研究を活用し、学校や地域の実態に応じて、順次、

市内１９校、全ての小・中学校を「地域協働学校」に指定してまいります。 

本件 

問い合わせ先 

ふじみ野市教育委員会 学校教育課   ＴＥＬ ０４９－２２０－２０８３ 

ＦＡＸ ０４９－２６７－３７３７ Ｅ-mail gakkyou@fujimino.ed.jp 

 

いちがんまる会議（学校運営協議会）で

は、目指す学校像や児童像、学校運営な

どについて、保護者や地域の方々との話

し合いを進めています。 

「地域の教育力を生かした体験的な授業の充実」

「地域住民等による施設・設備の活用促進」「Ｐ

ＴＡや地域住民との行事連携」を柱に、学校を拠

点とした地域づくりを進めています。 

地域の人と関わりながら学ぶ「ふるさと学」で

は、企業や行政と連携した授業を実施し、社会

に開かれた教育課程の編成に取り組んでいま

す。 

ドリーム会議（学校運営協議会）では、学校・

家庭・地域の協力者の方々と、学校の教育活

動について、立案・企画・運営に取り組んで

います。 

いちがんまる 



 H29 概要様式 

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名 新潟県教育委員会 

研究課題 

首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業 

「村上学」を通じた市と小・中・高等学校等の連携による、地域活性化に貢献す

る人材を育成するための新たな学校モデルの構築 

研究のねらい 

 
小・中・高等学校等の連携を通じて郷土の愛着を育み、広く国内外にも目を向

け、村上の良さを発信するとともに、地域が抱える課題の解決をとおして地域活
性化に貢献できる有為な人材を育成する。 
○ 村上を知る 

村上市、小・中・高等学校等が連携して地域学習や地域行事ボランティア
による交流を行い、地域の魅力を発見することにより郷土への愛着を育む。 

 ○ 村上から育てる 
   村上の魅力を再発見し、郷土への愛着を一層深めるとともに、地域の課題 

解決に向けた提言をまとめるなど、多角的な視点で村上の地域活性化に取り 
組める人材を育成する。 

 ○ 村上を伝える 
   県内・県外大学や海外において村上のよさをＰＲし、村上の魅力のさらな 

る発信へとつなげる。 
 

研究の概要 

 
１ 地域の魅力と今後の課題発見 
・ 村上地域活性化委員会の運営 

市教育委員会、市商工観光課、市内各小・
中・高校・中等教育学校、宵の竹灯籠ま
つり実行委員会、事務局の計 13名で構成。
事業計画及び連携方法等について協議。 

  ・ 地域の魅力、課題の発見に向けた活動 
大学教授による講話、ポスターセッショ
ン、事業所等訪問、町屋商人会と連携し
た「町の屏風まつりプチグルメ」など。 

 ２ ボランティア活動の推進 
  ・ 小・中・高校生の連携による 10月の「宵

の竹灯籠まつり」への英語ガイド等での
参加。                               

・ 昭和女子大学との「村上を考える交流会」 
大学生 12名、市内小・中・高校生合わせ
て 20 名、計 32名が参加。村上活性化の
ためのグループ討議、発表、意見交換。 

３ 大学交流事業の推進 
・ キャンパスツアー 

８月に市内高校生が４コースに分かれて
参加。訪問大学で地域学習の成果紹介及
び課題解決に向けた多角的視点の持ち方
について学習。 

 ４ 海外への情報発信 
・ 研修旅行及び修学旅行の活用 
  村上中等教育学校は７月のオーストラリ

ア研修旅行時に、村上高校は 12 月の台湾
への海外修学旅行時に現地高校生や学生に、 
地域学習の成果を英語によるプレゼンに
よって発表。 

５ 村上フォーラムの開催 
・ 各校の実践発表 

小、中、高校等合わせて８校の児童生徒
の代表が参加。各校がそれぞれのテーマ
に沿って、首長部局や他の学校等と連携
した取組について発表。 

地域探究活動 

昭和女子大との交流会 

大学生に村上を PR 

村上フォーラム 



研究の成果 

 
○ 「知る」ことから始まる地域活性化への取組 

村上地域活性化委員会を設置したことで、これまで各校独自で行っていた活
動から、他と連携した協働的な活動方法を探っていく共通認識が強まった。ま
た、「村上を学ぶ、知るための活動」をどのようにして「課題解決意識」へと発
展させていくかを検討していくこと、最終的には地域活性化への「提言」に繋
げていくことが確認され、事業展開の明確な指針を共有することができた。 

 
○ 校種を越えた交流機会の提供 

10 月に行われた昭和女子大学 
との「村上を考える交流会」で                     
は活発な意見交換が行われ、児
童生徒にとって村上の良さを再
認識し、郷土への愛着が深まる
またとない機会となった。児童
生徒自身が地域活性化のために
主体的に活動できるよう、参加
型の「協働」の場を今後も積極
的に提供していきたい。 
 

○ 大学生の視点から学ぶ 
村上には、地元の児童生徒が 

普段考えているよりずっと多く                     
の観光資源があることに大学生の意見を聞くと改めて気付かされる。同時に、
村上の過去と未来、温泉のエネルギー資源としての活用や企業経営としての地
域資源など、多角的視点からの考察が必要であるとの貴重な指針を得たことは
収穫であった。これらをふまえた町づくり、情報発信の方法を今後の首長部局
との協働に繋げていくことは大変意義あることであると考える。 

 
○ 国内外へ「伝える」活動 

キャンパスツアーや英語ガイドとしての地域イベントへの参加、海外研修旅
行、海外修学旅行等を活用して地域学習や英語学習の成果を発信していく活動
を積極的に行ってきた。事前にプレゼンや英語学習の指導を行ったこともあり、
コミュニケーションの大切さ、英語の楽しさや必要性を実感できたことはグロ
ーバル人材育成への貴重な経験となった。 
これらの取組はまだ始まったばかりのものが多い。今回の経験や反省点を今

後に生かして「伝える」活動を一層推進していくとともに、他の有効な発信方
法についても検討していく。 

 
○ 村上フォーラムを通じた「提言」への協働体制 

校種を越えて代表が集い、
実践発表することで、それぞ
れの取組の方法、地域学習の
成果や課題を知ることできた
ことについて、発表者及び来
賓参加者のアンケートでは
77％の人が「とてもよかった」
と答え、成果があった。 

  次年度に向け、校種間の連 
 携をさらに発展させるととも 
 に、村上駅前周辺から町屋の 
 雰囲気をアピールできるよう 
 な市とタイアップした町づくりや「インスタ映え」など若者目線からの魅力発
信の方法について研究することで実効性のある提言へと繋げていきたい。 

 
【今後の取組】 
地域探究学習や課題解決に向けた取組を一層推進していくとともに、新たな方

策も検討し、すべての学校の協力により、それぞれの視点からのアイディアを有
効に活用した村上活性化のための提言を作成する。 

本件 

問い合わせ先 

新潟県教育庁高等学校教育課 企画振興係  

TEL:025-280-5614 FAX:025-285-7998 E-mail:ngt500050@pref.niigata.lg.jp 

「村上を考える」交流会 



 H29 概要様式 

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名  京丹波町教育委員会 

研究課題 

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」 

○人口減少・少子化による課題を克服するため、首長部局との連携協働のもと、

学校と地域が一体となった魅力ある学校づくりを推進し、人口増加・児童生徒

数増加につなぐ地域創生モデルの構築をめざす。 

研究のねらい 

○地域と学校が一体となり、豊かな自然の中で、住みやすく子育てしやすい魅力 

的な地域づくり、学校づくりを進める。 

○魅力ある学校づくりについて、都市部の子育て世代をターゲットにして情報発 

信を行い、京丹波町へのＩターン・Ｕターンの増加をねらう。 

研究の概要 

○運営協議会「京丹波町ふるさと学校連絡協議会」の設立（平成 29年 10 月２日）

と会議・先進地視察研修会の実施 

 ＜研修テーマ＞ 

〝学校を核とした地域創生に向けて学校・首長部局・地域はどんな連携・ 

協働ができるか〟 

【会議】            【先進地視察研修】 

               

○地域や学校の魅力を発信する取組の推進 

 ・移住希望者を対象とした地域と学校の説明会の開催（平成 29年 10 月 28 日） 

                      

・地域や学校の魅力・行事等を発信、町内外から見てもらう機会の設定 

 ・「京都移住コンシェルジュ」による地域や学校の広報活動  

○地域と学校が連携・協働した魅力ある学校づくりの取り組みの推進 

・学校教育の充実に向けた地域人材バンクの整備（「地域学校協働活動推進事 

業」との連携） 

・運動会等、学校行事の地域との協働開催 

【下山小学校「京丹波町ふるさと学習」】【竹野地区運動会採火と聖火リレー】 

            
[小豆・サツマイモの播種・収穫・収穫祭] 

 



○地域と学校が連携・協働した地域を活性化させる取り組みの推進 

 ・児童生徒の地域行事への積極的参加による地域行事や文化の継承の推進 

○地域や学校の活性化に向けた首長部局や教育委員会等による支援や連携・協働

の取り組みの推進 

 ・ふるさとたんばたんけん隊「京丹波のじまんをみつけよう」～京丹波町の特 

産物について学ぶ～（ひかり小学校３年生総合的な学習の時間） 

        

・移住希望者を対象とした空き家バンクの提供等の行政支援 

○町長部局や京都府との連携会議・事業等 

 ・庁内ＩＪＵ施策共有会議(京丹波町)…「移住起業出張相談会」の開催 

 ・「いなか子育てを知るランチ会」の開催（移住希望者と先輩移住者との交流等） 

・「京都移住コンシェルジュ」との連携 

研究の成果 

○事業本来のねらいである「首長部局等との協働」の橋渡しがより具体的に行え 

 た。（その主な内容は以下の通り） 

○運営協議会「京丹波町ふるさと学校連絡協議会」が設立できたことによる成果 

〝学校を核とした地域創生に向けて学校・首長部局・地域はどんな連携・協働 

ができるか〟のテーマの下 

・対象地域の課題（人口・児童生徒の減少等）を改めて共有化することができ 

た。 

・委員の会議や研修（先進地研修を含む）への参加により、本事業や課題解消 

に向けて、意識の高揚を醸成することができた。 

○京丹波町＆京丹波町内学校説明会－Discover Kyotamba & School－の開催 

・移住に関心がある人に地域と学校の魅力を発信することができ、実際に移住

に結びつけることができた。 

竹野小学校児童数の増加 

   平成２９年度の当初に２名の移住があり、さらに２名の移住により、４名 

の増加となった。(平成２９年度当初：全校児童２８名、平成２９年度末：全 

校児童３０名) 

○学校と地域の連携・協働により、それぞれの魅力を相乗的に高める取り組みを 

進めるとともに、その発信を行うことができた。 

本件 

問い合わせ先 

京丹波町教育委員会 教育振興室 

TEL:0771-84-0028 FAX:0771-84-2100 

E-mail:edu-soumu1@town.kyotamba.lg.jp 

 



 H29 概要様式 

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名 山口県教育委員会 

研究課題 
コミュニティ・スクールの仕組みを生かし、学校・地域の課題解決に向けて地域

と一体となって取り組む魅力ある高校づくりの推進 

研究のねらい 

山口県教委では、「山口県教育振興基本計画」に基づき、ふるさとや自分が住ん

でいる地域のよりよいコミュニティづくりなど、主体的に社会の形成に参画し、

その発展に寄与する人材の育成に取り組んでいるところである。 

 県立高校については、平成 27 年３月策定の「第２期県立高校将来構想」におい

て、めざすべき県立高校像として、「生徒が夢を育み、志をもって学ぶ学校」とと

もに、「地域に愛され、地域とともにある学校」を掲げ、各高校が、学校がもつ教

育力の地域への還元と、地域の大学や企業、人材を活用した教育活動の展開を図

ることとしている。 

 このような中、平成 27・28 年度の本事業において課題解決型教育モデル校であ

った県立高校３校の成果と課題を踏まえ、平成 29 年度から、都市部にある専門高

校３校にコミュニティ・スクールを導入することとしており、学校運営協議会の

仕組みを生かして、首長部局とも連携しながら、学校・地域の差し迫った社会的・

地域的な課題の解決に積極的に取り組み、「地域に愛され、地域とともにある学校

づくり」を推進する。 

研究の概要 

 

 

 

 

１ 学校運営協議会 

 

   

 

 

 ○内容 

・学校から見た地域の課題、地域から見た学校の課題を共有 

  ・学校及び地域の社会的・地域的課題への対応や、今後の目標・将来像等を

明確化 

   ⇒ 地域の声を学校運営に反映させる実践プロジェクトの継続実施 

２ 学校と地域が一体となって行う課題解決型教育の実践 

・首長部局や地元地域、大学・企業等との協働により、学校の課題を解決す

る取組の開発・実践 

 ・首長部局や大学・企業等の専門性の高い機関から招聘した講師による講話

や実習指導、専門機関等への施設訪問 

３ 地域の課題を解決するための高校ならではの取組の推進 

  ・地域活性化や地域創生に向けた具体的な取組の検討、プロジェクトの実践 

４ 学校運営協議会委員や教職員を対象とした研修の実施 

 ・先進校視察、先進校による実践発表会への参加 

 ・県コミュニティ・スクール大会への参加 

５ 県立高校と地域との連携・協働の推進及び普及 

 ・課題解決型教育モデル校や既導入校等との連絡会議の開催 

 ・県コミュニティ・スクール大会での実践事例発表 

 ・やまぐち型地域連携教育実践事例集の作成 

【課題解決型教育モデル校】 
 県立防府商工高等学校 
 県立山口農業高等学校 

県立宇部工業高等学校 

［学校運営協議会体制図］

○委員 14～15 人（県、市町、大学、 

企業、商工会議所、ＪＡ、地元 

小・中学校、地域住民、保護者 等） 

○各モデル校で３回実施 



研究の成果 

【各モデル校におけるプロジェクトの実践】 

 県立防府商工高等学校                      ＜３校における取組（例）＞ 

 ○市との協働によりまちづくり施策の提案 

を行う防府市行政職員業務体験 

 ○生徒を講師とした地域住民対象のハンド 

  メイド講座 

 ○地元企業や小・中学生との協働による商 

  品開発 等 

 県立山口農業高等学校  

 ○地元小学校との交流学習 

○市との連携による地域活性化・起業モデ 

 ル発表会 

 ○秋吉台お花畑プロジェクト（自生植物の 

保全活動）への参加 等 

 県立宇部工業高等学校  

 ○市民・企業・行政が一体となったまちづ 

くりプロジェクトへの参加 

○ものづくりマイスターによる実習支援  

○市との連携による小・中学生対象の土 

曜日実験工作塾 等 

 

【各モデル校の取組の成果】 

○学校運営協議会の開催による、地域や首 

長部局等との協働体制の確立 

 ○地域の特性を踏まえた、高校ならではの 

専門性の高い教育活動を展開 

 ○協議会での意見や提言を反映した取組の 

実施による、地域貢献や教育活動の充実 

○生徒の地域への愛着や誇りの涵養、自己 

有用感や地域貢献の意欲の高揚 

 ○地域貢献に対する生徒・保護者・教職員 

の認知度の向上 

 

【今後の取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コミュニティ・スクールの新規導入（H30.4）】 

 ○県立高等学校１６校（計３０校） 

 

本件 

問い合わせ先 

山口県教育庁高校教育課高校改革推進班 

TEL:083-933-4636 FAX:083-933-4619 E-mail:a50300@pref.yamaguchi.lg.jp 

県立防府商工高等学校 

市の模擬職員として市の４課の
いずれかに所属し、まちの課題の
把握、その解決に向けた施策につ
いての実地調査、市職員との検討
等を踏まえ、市長へ各自の施策案
を提出した。 

県立山口農業高等学校 

小学生に生徒の普段の学習
成果を伝えるとともに、さまざ
まな農業体験活動を行うなど、
近隣小学校との交流学習を年
間10回以上開催し、つながり
を深めた。 
 

県立宇部工業高等学校 

市民・企業・行政が一体となっ
た水辺の新しい活用を創造す
るまちづくりプロジェクトに
参画し、行政職員や市民の委員
との意見交換やＦＥＳへの参
加を行った。 

○平成３２年度までに、すべての県立高校

にコミュニティ・スクールを導入するに

当たり、計画的な導入を進めるとともに、

各学校において特色ある学校づくりや地

域活性化・地方創生に向けた、学校と地

域の効果的な連携・協働体制の構築を図

ることにより、学校・地域の差し迫った

社会的・地域的な課題の解決に積極的に

取り組み、「地域に愛され、地域とともに

ある学校づくり」を一層推進していく。 



 H29 概要様式 

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名  徳島県東みよし町教育委員会 

研究課題 

首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業 

○１５年の育ちを支えるコミュニティの構築と地域教育ビジョンを実現するコミ

ュニティ・スクールの在り方の研究 

―地域の課題解決を図る持続可能なコミュニティ・スクール構築を目指して－ 

三好学園  ～地域防災プログラムの作成と展開～ 

三加茂学園 ～児童・生徒・家庭支援と学力向上プログラムの作成と展開～ 

研究のねらい 

 
本町では、平成 25 年度に全ての学校をコミュニティ・スクールとし、町をあげ

て地域とともにある学校づくりを進めてきた。各校における運営協議会の活動を
もとに、さらに地域全体でつながることを目的に平成 28 年度は、中学校区毎に首
長部局職員の参加を得て学園合同運営協議会を開催した。 
 その中で、それぞれの学園・地域における強みや課題を明らかにすることがで
きた。それらの課題を解決するために、学校・保護者・地域・行政の４者が協働
して具体的方策について研究と実践を深める。 
 
○地域全体による子育て、教育の推進を図るために持続可能なコミュニティ・ス
クールの在り方を追究し、さらなる進展をはかる。 

 
○中学校区（学園）を単位として学園運営協議会を開催し、地域の特性を生かし、
教職員・保護者・地域住民・行政が一体となって課題解決を図っていく方法を
確立させる。 

 
○地域協働は誰が核となって進めていくのが効果的であるかを検証し、学校事務
グループ（共同学校事務室）が組織的に担うことの効果の実証を行う。 

研究の概要 

 
＜三好学園＞地域防災プログラムの作成と展開 
 
○三好学園合同学校運営協議会において各校の課題を共有し、解決策について協
議した。 

〇３年間を見通した防災学習プログラムを学校運営協議会が中心となり作成し
た。（三好中） 

〇三好中学校・昼間小学校における合同地域防災学習を計画実施した。 
〇ＰＴＡ主催の行事で、運営協議会協力のもと体育館での宿泊避難所体験を実施
した。（昼間小） 

〇学校運営協議会で、地域防災学習について継続協議し、地域防災学習を実施し
た。（足代小） 

 
＜三加茂学園＞児童・生徒・家庭支援と学力向上プログラムの作成と展開 
 
○三加茂学園合同学校運営協議会において各校の課題を共有し、解決策について
協議した。 

〇3～6年生がかざみね俳句会の上窪先生による俳句教室を実施した。（三庄小） 
〇三加茂学園合同学校運営協議会において各校の課題を共有し、解決策について
協議した。 

〇ふれあい広場開催による生徒の居場所づくりを進めた。（三加茂中） 
   毎週 月・水・金曜日開催 計 78 回実施 
〇Let's enjoy learning!による学習支援を実施した。（三加茂中） 
  計 10 回開催  講師 平均約 5人参加  生徒 平均約 25 人参加 

○学校運営協議会の学力向上部会（学校運営協議会委員・保護者・教職員で構成）
主催で漢字能力検定を実施した。（三庄小） 

〇スクールワイドＰＢＳ（かもっこスマイルプロジェクト）を推進し、町内の教
職員で共有することによる、町全体での児童生徒支援を推進した。 



研究の成果 

 
○教職員交流会や幼小中合同研修会を重ねることで、教職員間の対話を図る機会
が増え、つながりが深くなった。そのことは幼小中連携や小中一貫教育推進に
大きな効果を及ぼした。 

〇学園合同運営協議会での熟議の結果を踏まえ、本年度は学園毎の重点テーマを
設け、首長部局関係各課への働きかけと話し合いを重ねたことで、それぞれの
テーマに即してより深い具体的な話し合いが持たれ、各プログラムの作成や実
践につながった。 

〇学校支援隊の登録者数が目標の 500 名を超え、より多彩で活発な学校支援活動
が行われている。 

○本町での取組をフォーラムでの発表や、視察の受入により全国発信することが
できた。その中で、また新たな気づきや取組へのヒントを得た。 

○首長部局等との協働や保護者を含むコミュニティとの連携により、学校の教職
員の負担を増やさず新規事業の取組ができるなど、業務改善の上でも効果があ
り、今後の可能性の広がりが期待できる。 

○ＣＳ関係事務や連絡調整（コーディネート）を事務職員が中心に行うことで、
教員の業務負担の軽減をはかり、ＣＳの活動や新たな取組もスムーズに進めら
れている。 

○各事業の広報を各校、町全体で事務職員が担当し、効果をあげている。 
○３年目の事務職員加配により、ＣＳ関係事務は事務職員と担当教員が協働で進
めることが町内各校、関係者間で共通認識され各事業を円滑に進めることがで
きた。 

〇学校支援隊ハンドブックを作成できた。 

  

 

 

 

 

 

 

 

  三加茂学園合同運営協議会        三好学園合同運営協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

   Let's enjoy learning!          合同地域防災学習 

本件 

問い合わせ先 

 徳島県東みよし町教育委員会 学校教育課 

 TEL:0883-79-3630    FAX:0883-79-5060 

  E-mail:kyouiku01@town.higashimiyoshi.lg.jp 

         kyouiku01@higashimiyoshi.i-tokushima.jp 

 



 H29 概要様式 

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名 新居浜市 

研究課題 

○シビックプライドを磨き、語り継ぐ人材育成のための新授業カリキュラムの 
構築 

○高校生が地域と協働で「学びの絆サイクル」を循環させる学習機会の創造 

研究のねらい 

※要点をまとめて記入してください。 

①地域を語れる人材の育成 
 知識＋実践→自己有用感→地域への愛着や誇り（シビックプライド） 
②首長部局等との連携・協働を通じて、高校生の地域社会の一員として存在意識 
を高める。 

③社会の中で活動することで、高校生自らが客観視できる力や多様性を尊重する 
力を習得する。 

④「学びの絆サイクル」を地域に構築することで、高校生が子どもや大人に教え 
る力を習得する。 

⑤高校生が生きていく力を総合的に習得することで、学校の社会的な存在感を高 

める。 

研究の概要 

※要点をまとめて記入してください。 

①新居浜市教育委員会と首長部局ならびに高校、大学、企業、団体、愛媛県行政

等関係機関等から構成される「百年の計、新居浜シビックプライド創造委員会」）

を愛媛県立新居浜南高等学校へ設置し、プログラムの企画立案・実施の支援等、

事業の総合的な推進を図る。 
②プロジェクトの推進には、新居浜南高校の校内分掌である総合学科課が担い、

関係機関間の連携･調整を円滑に推進する。 
③新居浜南高校は、ユネスコスクール、サスティナブルスクールとして銅山の近

代化産業遺産を活用したＥＳＤ活動を行っており、その活動を基軸に研究実践

する。 

研究の成果 

※要点をまとめて記入してください。 

①「別子銅山ガイドブック作成」プロジェクト 
現地調査を通して、地域の宝の再発見に繋がっている。現地調査やガイドブッ
クのデザインなど、広告会社に就職した卒業生のアドバイスをいただくことで、
専門的な学びも深めることができた。 

②「学びの絆サイクル」プロジェクト 
 大変好評で、その様子は地元ＣＡＴＶでも番組として放映されるほど注目して
いただいている。 

③「地域共創系列」プロジェクト 
ユネスコ部で活動する生徒だけではなく、まちづくりに関心のある生徒が潜在
的に多くいることが分かった。 

④「別子銅山を学ぼう」プロジェクト 
中学生の登山前学習において、学習前と後の効果を客観的に知るため１８９名
からアンケートを行った。まちへの関心度は１７％増、登山への期待は３８％
の大幅増となった。 

⑤先行、先進事例から学ぶ 
岡山県立矢掛高等学校では、地域と連携した「やかげ学」の具体的な実践方法、
教育的効果を知れた。生徒からも直接ヒアリングできたこと、生徒同士さらに
は教員間の交流は、今後に繋がる大変貴重な機会となった。 
岡山県吉岡銅山遺跡、島根県石見銀山遺跡等の現地研修では、様々な取組みの
実際を肌で体験し、別子銅山との相違点を発見したり、現地の方との交流を深
めることもでき、大変有意義な機会となった。 

⑥地域活性化への直接関与（別子山地域再生プランへの参加） 
別子山地区の方と直接話し合うことで、現状や課題を自身のものとして捉える



ことができ、今後の活動の糧とすることができた。 
⑦高校生が具備することで社会貢献に繋がるスキルを磨く研修 
年齢・性別・所属など様々な構成で研修を重ねることで、コミュニケーション
能力が高められた。 
活動を他者から直接評価されることで、自己有用感を認識でき、社会に貢献し
ようとする思いが醸成された。 

本件 

問い合わせ先 

新居浜市 市民部地域コミュニティ課 

TEL:0897-65-1218 FAX:0897-65-1255 

E-mail:chiiki@city.niihama.lg.jp 

 



 H29 概要様式 

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名  長崎県東彼杵郡東彼杵町教育委員会 

研究課題 
首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業 

人と人との心のつながりを大切にした新たな学校づくりの実践研究 

研究のねらい 

 

本町では、「太陽、緑 水、そして、爽やかな空気のすばらしい自然の中で 
生きがいのある心豊かな生活と調和の取れた薫り高い文化の町」を将来像と 
定め、人と人との心のつながりを基盤とする田舎の良さを生かしながら 
「一流の田舎」をめざし、学校を取り巻く様々な団体や組織との連携による 
「地域とともにある学校づくり」を推進しようとしている。地域コミュニテ 
ィーの衰退や子どもの真の学力向上等、学校・家庭・地域の差し迫った社会 
的・地域的課題に対し、「地域づくりは人づくり」と考え、地域との関係性の 
創出をめざし、首長部局や関係機関との協働体制を確立し、社会総掛かりで 
課題解決に取り組むことを研究のねらいとしている。 

 

研究の概要 

 

①学校・家庭・地域の連携・協力・推進のため、各学校に「学校運営協議会」を 
設置し、地域コーディネーターと学校コーディネーターを配置し、ほとんど毎 
月会合を開催した。 
また、毎月１回、教育委員会と各学校運営協議会会長並びに事務局職員による 

会長会を開催し、地域コミュニティーの活性化のために、地域アドバイザーの
助言等を仰ぎながら取り組み紹介や情報交換を展開した。 
②各協議会では、「現状の把握」→「具体的ビジョン」→「解決プログラムづく
り」→「実践」→「検証」という一連の流れを共通理解し、構成員それぞれの役
割とスケジュールを明確にするように努めた。 
③子どもの真の学力向上に向けて、各協議会では、児童生徒に身につけさせる
べき力とその具体的方法を検討・協議し、体験活動の推進等地域が学校を支援
する仕組みづくりの基盤を確立し、なお一層の学力の充実と向上に努めるよう
尽力した。 
④家庭や地域の教育力の向上のために、地域人材・教材等の発掘と活用に努め、
「一人一匠人材マップ」を作成し、次のような場面での活用をめざした。 

ア 授業等の学習活動 イ 部活動指導補助  ウ 学校行事支援 エ 学校環
境整備  
オ 登下校時の「子ども見守り隊」 カ 放課後児童クラブ等放課後子ども総合
プランの推進 
キ ノー部活デーの第３日曜日の活用による原則無料の「おもしろ学習塾」の
開設 

  ク ＡＬＴの有効活用による月１回の「英会話教室」の開催。 
ケ 家庭教育支援講座の実施と家庭教育支援員の配置  

 



研究の成果 

 

（１）学校運営協議会等への参加や協議などにより、町づくりや子育てへの意欲
も高まり、住民の交流や学校・家庭・地域の相互連携も増し、地域コミュニ
ティーも活性化しつつある。    

（２）授業や部活動及び学校行事等での匠の技や得意技等の披露・発揮などによ
り、自己の存在感を認識し、生きがいややりがいを持ち、町民活性化運動に
寄与している。      

（３）地域住民と児童生徒及び教職員とが顔見知りになり、交流も深まり、社会
総掛かりで子育てや安心・安全の町づくりに尽力する雰囲気も高まり「子
育て推進の町」ができあがりつつある。 

（４）環境や福祉、健康・安全及び産業、建設、財政などの首長部局各課の事業
とタイアップしたアクティブな授業を構築することにより、学習内容がより
身近で社会と結びついたものとなり、思考力や判断力、表現力も高まり、知
識・理解も定着し、学力も向上している。 

（５）役場職員と児童生徒及び教職員とが顔見知りになり、交流も深まり、地域
住民一体となった子育てや教育の町推進の意識が着実に向上しつつある。 

 

本件 

問い合わせ先 

長崎県東彼杵郡東彼杵町教育委員会、学校教育係  

TEL:0957-46-0353 FAX:0957-46-0757 
E-mail:kyoui-gatukyou@town.higashisonogi.lg.jp 

 



 H29 概要様式 

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名 山鹿市教育委員会 

研究課題 

首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業 

謙虚に、賢く、たくましく生き抜く生徒の育成 
～首長部局等との協働による米野岳中コミュニティ・スクールを 

中核とした取組を持続させるために～ 

研究のねらい 
 コミュニティ・スクールとしての取り組みを充実・発展・持続させるために、
首長部局等との協働による学校支援体制をどのように構築し、どのような実践を
していけば良いのかを昨年度に引き続き研究する。 

研究の概要 

① 現在の米野岳中学校には、生徒の自己肯定感の低さ、行事などでの積極性の
不足、メディア依存による生活習慣の不徹底、家庭学習時間の確保不足など
の諸課題がある。それぞれの課題解決のためには、学校運営協議会で実働す
る５つのプロジェクト（学校サポートプロジェクト、環境サポートプロジェ
クト、生活向上プロジェクト、地域行事参加プロジェクト、広報活動充実プ
ロジェクト）が、どの家庭や地域、行政（首長部局等）と協働して生徒に有
効な実践ができるかを検証し、具体的な学校支援体制を構築している。 

② 首長部局との連携を明確化するために、研究における事業構想図を作成した
（図１）。この事業構想図を基に、学校や地域、学校運営協議会委員、首長部局  
との連携を探り、推進している。 

③ 首長部局との連携を明確にし、計画的に実行できるようにするために、年度
始めに首長部局と５つのプロジェクトの連携一覧表を作成した（図２）。この
連携一覧表は、学校運営協議会実施の度に学校運営協議会委員と協議し、最
新の情報に更新している。この連携一覧表を基に、計画的に首長部局との連
携を進めた。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 連携プロジェクト一覧表      
④ コミュニティ・スクールの取り組みを、リーフ   

レットや毎月発行のコミュニティ新聞（図３）、   
ホームページなどで地域住民に随時発信してい 
った。また、学校応援団募集のチラシ（図４） 
やコミュニティ新聞を地域の事業所に設置させ 
て頂いた。これらのことで、米野岳中学校が校 
区のセンター的役割を担 
っている立場にあること 
を啓発している。 

⑤ コミュニティ・スクール
のＰＲキャラクターを全
校生徒から募集し、鹿央
町の里山に咲き誇る蓮の
花をイメージした「はす
もん」（図５）が採用され
た。様々な場所で活用さ
れ、本校のコミュニテ
ィ・スクールをＰＲしている。 

⑥ コミュニティ・スクールとして本校が行っていることや首長部局との連携に
ついて校区の保育園・小学校、保護者、地域の方々の理解を進めるため、コ
ミュニティ・スクール研究推進フォーラムを行った。地域のゲストティーチ
ャーに協力をいただき、全クラス、７つの公開授業（図６、７）とテーマを
設定し、ワークショップ（図８）を行った。 

 
 

 

平成２９年度
首長部局等との協働体制による新たな米野岳学園ﾓﾃﾞﾙ事業

学校目標：謙虚に、賢く、たくましく生き抜く生徒の育成
「学校活力の向上」 「地域の活性化」
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図１ 事業構想図 

図３ ｺﾐｭﾆﾃｨ新聞       図４ 応援団ﾁﾗｼ 



 H29 概要様式 

研究の概要 

⑦ 首長部局との取り組みでは、子ども課と連携した保育園交流、ボランティア
による読み聞かせ、税務課と連携した租税教育（図９）、環境課と連携した環
境講話、人権政策課と連携した親子人権教育講演会、社会福祉協議会の認知
症サポーター研修（図１０）、教育委員会と語ろう講演会などたくさんの講演
会等を実践した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究の成果 

本校独自に作成しているコミュニティ・スクールアンケート（１１月、２月実 
施）や、全国学力・学習状況調査、熊本県学力調査等により、研究の成果を以下
にまとめる。 
① 首長部局との連携を進めることで、専門性の高い行事や講演会、授業を実施

することができ、生徒の満足度も高かった（図１１）。 
② 地域行事への参加や地域人材の活用などの取り組みの結果、年々地域への関

心が向上し、校区に対する誇りを持つようになっている（図１２）。 
 
 
 
 
 
 
                    
図１１ 講演会への満足度       図１２ 米野岳中校区に誇りを持っていますか 

 

③ 今年度の全国学力・学習状況調査や、県学力検査の結果によると、全学年、
全国の平均や県の平均を全て上回る結果となった（図１３、１４）。地域の方
に見守られる機会が増え、自己肯定感が高まり、落ち着いた学習環境へとつ
ながったことが学力向上の要因であると考えられる。また、生徒自身もその
関係性は高いと感じている（図１５）。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 13 県学力調査の結果（1年） 図 14 県学力調査の結果（2年）   図 15 学力との関係性 

 
④ 定期的なコミュニティ新聞の発行やホームページの更新、チラシの作成など

によって積極的に地域に啓発活動ができており、その結果、学校に対する地
域や保護者の意識や関心が向上してきている。 

本件 

問い合わせ先 

山鹿市教育委員会 教育総務課  

TEL: 0968-43-1391 FAX: 0968-43-1218 E-mail: ksoh@city.yamaga.kumamoto.jp 

 

図５ ＰＲキャラクター 図６ 理科の授業 図７県立装飾古墳館と連携した授業ﾍﾞﾝｶﾞﾗ作り 

図９ 租税教育の授業 図８ ワークショップ 図１０ 認知症ｻﾎﾟｰﾀｰ研修



 H29 概要様式 

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名 熊本県高森町教育委員会 

研究課題 
高森町新教育プランの推進～高森に誇りを持ち、夢を抱き、元気のでる教育～ 

研究のねらい 

人口減少に伴う地域の活力の衰退、学校の適正規模の維持、教育の質の維持向上等
の課題解決に向けて本町では、「高森町新教育プラン」を策定している。その中心施策
は、「コミュニティ・スクールを基盤とした小中一貫教育・ふるさと教育」である。実践研
究では、教育委員会と首長部局、関係機関が協働した協議体を設置・活用し、以下の
４つの視点で研究を展開する。 
１ コミュニティ・スクールの充実 ・・・ 町内学校運営協議会の活性化 
２ 小中一貫教育の導入推進    ・・・ 義務教育学校の導入及び促進 
３ ふるさと教育の推進      ・・・ 高森ふるさと学の充実 
４ 教育環境の整備        ・・・ 学校・家庭・地域連携の強化 
５ 新たな学校モデルの啓発・推進 ・・・ 高森町新教育プラン推進フォーラムの開催 

なお、高森町新教育プランにおいては、以下の４つの目的を設定している。 
Ⅰ 高森の子どもたちに「確かな学力」と「豊かな心」を醸成する。 
Ⅱ 高森の地域性を活かした「地域とともにある学校づくり」を推進する。 
Ⅲ 高森町行政と連携した「教育環境の整備」を推進する。 
Ⅳ 高森町行政職員の資質を高める「高森町教育研究会の活性化」を図る。 

研究の概要 

①協議体「高森町新教育プラン推進協議会」の設置 
本実践研究の母体として、高森町教育委員会と高森町首長部局及び関係機関から

なる「高森町新教育プラン推進協議会」を設置し、協議及び連携を図る。また、首長部
局との連携により、「町づくりは人づくり、人づくりは町づくり」という、首長の施策をとも
に推進しながら、「町民総がかりでの教育」を創造する。 
②コミュニティ・スクールの充実 

中学校区ごとに設置している学校運営協議会（高森東学園、高森中央学園）の取り
組みを首長部局や NPO 法人、関係機関とともに推進し、各中学校区の特色を生かし、
地域とともにある学校づくりを推進する。また、「全国コミュニティ・スクール研究大会」や
「地域とともにある学校づくり推進フォーラム」に参加し、コミュニティ・スクールの今後に
ついて学習を進めながら、地域のボランティア等の取り組みを活用、活性化することで
地域の活力、教育力を高める。 
③小中一貫教育の導入 

小学校における英語教育の充実をさらに進め、小学校から高等学校までの一貫した
英語教育カリキュラムの作成に取り組む。また、２０１６年に新設された、「義務教育学
校」について、地域の実情に応じた教育方法、教育内容の更なる充実を図ることとしな
がら、小中一貫教育の体系化を推進する。 
④ふるさと教育の推進 
 平成２４年度から文部科学省教育課程特例校制度を活用し、「高森ふるさと学」を創
設し、段階に応じたキャリア教育を小中一貫で体系化し、体験重視のテーマ学習を展
開している。また、町独自で編集・刊行した小学校社会科副読本「私たちの高森町」及
び小中学校道徳教育副読本「高森の心」を利活用しながら、高森に誇りを持つ児童生
徒の育成を図っている。具体的には町内教職員からなる「高森町教育研究会」におい
て、町独自で編集・刊行した小学校社会科副読本「私たちの高森町」及び小中学校道
徳教育副読本「高森の心」の有効な活用のあり方を検討するとともに、学校において
は、道徳の教科化を見据えて、全学年で「高森の心」の活用を更に進める。 
⑤教育環境の整備 

教育の情報化について、町内の全普通教室に設置した電子黒板や 1 人 1 台の利用
が可能なタブレット端末等の環境を有効に活用するため、問題解決型授業モデル「た
かもり学習」の実践を行い、「主体的で対話的な深い学び」を実現する授業改善に取り
組む。併せて、「人口減少社会におけるＩＣＴを活用した教育の質の維持向上に係る実
証事業」において、テレビ会議専用機を活用した遠隔合同授業にも取り組む。 

また、地域の支援のもと、学校・家庭・地域連携推進事業による放課後及び土曜日
の活動をさらに充実させる。 



研究の成果 

①協議体「高森町新教育プラン推進協議会」の設置及び「高森町教育フォーラム」の実
施 
「高森町新教育プラン推進協議会」を設置し、これまで町行政当局や教育委員会主

導で行ってきた施策を学校運営協議会や学校支援地域
本部、さらには各学校ＰＴＡとの協働で行うことができ
た。また、協議会において、町施策を明確にし、町民へ
の広がりを図るため、「高森町教育フォーラム」を開催し
た。高森町新教育プランを広く家庭や地域に啓発できる
機会となり、地域のケーブルテレビにてフォーラムの内
容を放送することにより、高森町新教育プランの中身に
ついて理解を深め、地域の教育力の高揚へと繋がっ
た。 

 
②コミュニティ・スクールの充実 

各学校運営協議会を通じて、小・中学校と地域との
連携体制や学校支援の組織が形作られ、各学校の特
色ある教育活動への地域の参画が図られた。具体的
には、地域の方をゲストティーチャーとした高森ふるさ
と学（総合的な学習）の授業や地域のボランティア組織
による除草作業などが行われた。平成 29 年 4 月に開
校した高森東学園義務教育学校では、高森東学園学
校運営協議会が中心となり、校旗や学園歌の制定が
行われた。また、学校運営協議会委員を中心に児童生徒、教職員、地域住民が加わり
高森東学園義務教育学校の案内板設置も行われた。 
 
③小中一貫教育の導入 

コミュニティ・スクールを基盤に、高森東学園、高森中央学園それぞれの特色を活か
した、小中一貫教育を推進した。小中学校の教職員に兼務辞令を発令し、中学校の専
科教員を小学校へ派遣し、授業を行うことを可能にした。英語教育においては、高い教
授スキルを持ったＡＬＴを採用し、小中の段階に応じたカリキュラム作成及び実践を行っ
ている。また、町内の県立高校とも連携した、小中高連携の英語教育に取り組み、授
業公開によりその成果を広く公開した。 
 
④ふるさと教育の推進 

町内教職員の自主的な教育研究組織である、高森町教育研究会ふるさと部会にお
いて、小学校社会科副読本「わたしたちの高森町」及び小中学校道徳教育副読本「高
森の心」について、有効な活用方法について検討を行
い、学校において実践を行ってきた。また、キャリア教育
の最終段階としては、中学校３年生に、子ども議会を位
置づけ、首長部局の協力のもと、生徒が議会を開催し、
自分たちのふるさとのことを考え、まちづくりに繋がるプラ
ンを首長部局へと発表することで、ふるさとを想う心を養
うとともに、生きる力の醸成に繋がることとしている。 

 

⑤教育環境の整備 

ＩＣＴを活用した授業改革、学校改革を推進した。電子黒板やタブレットＰＣ導入活用
による授業改革、校務支援システムや教務支援システム導入活用による学校改革に
取り組み、ＩＣＴ支援員の支援のもと、教育の情報化を進めた。 

また、首長部局、議会等の承認を得て、町費負担教職員を配置し、高森東小学校の
複式解消及び高森中央小学校と高森中学校の３５人学級の導入をし、本町独自の学
級編制を行うことができている。 

 

本件 

問い合わせ先 

高森町教育委員会 学校教育係 
ＴＥＬ：0967-62-0227   ＦＡＸ：0967-62-2685 
E-mail: takakyo1@town.kumamoto-takamori.lg.jp 

 



 H29 概要様式 

「首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業」まとめ【概要版】 

教育委員会名  宮崎県小林市教育委員会 

研究課題 

首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業 

～ 学校図書館を中心に世代を超えた読書力の向上を図り、子供も大人も学び

合い育ち合う教育体制を構築する ～ 

研究のねらい 

宮崎県では、子供から大人まで全ての県民を対象にした生涯にわたる読書活動の推進を図

るための宮崎県生涯読書活動推進計画を策定し、「日本一の読書県」を目指している。また、

小林市教育委員会では、「０歳から 100 歳までの小林教育プラン」を策定し、地域の教育資

源を最大限に生かしながら、学校・家庭・地域社会がそれぞれの教育的機能を発揮し、市民

一人一人が自己実現を目指し健康で文化的な生きがいのある人生を送れることを目標に学

校教育・社会教育・家庭教育、それぞれが有機的に結びつき、継続的な教育の営みの充実を

図っている。 

そこで、さらなる充実を図るため、本事業を通して、研究指定校の教職員、地域住民、ボ

ランティア、市立図書館職員等からなる研究協議会を主体とし、教育委員会事務局、首長部

局の支援のもと、学校と地域が連携・協働して、世代を超えた「読書力向上」のための取組

を進めることにより、子供も大人も学び合い育ち合う教育体制を構築する。また、学校図書

館の教育機能の充実を図るとともに、地域開放型学校図書館を確立することで、子供たちの

豊かな心の醸成と学力向上、地域の教育力向上に繋げる。 

研究の概要 

(１) 研究協議会の設置・運営 

 ○ 研究指定校の教職員、地域住民、ボランティア、市立図書館職員、大学関係者等から

なる研究協議会を設置し、教育委員会事務局、首長部局の支援のもと研究を推進する。 

 ○ 加配の学校事務職員を学校と首長部局・地域住民・ボランティア等との連携を図るコ

ーディネータとして位置付けることにより、効果的な連携と運営の推進を図る。 

(２) 公立図書館と学校図書館とのネットワーク化（市長部局等との連携・協働） 

 ○ 研究指定校において、公立図書館とのネットワーク化や首長部局等との連携・協働の

もと、学校図書館の機能を生かした児童生徒の読書力向上・学力向上を図るための研究

授業を行う。また、このような活動を通じて、学校図書館を中心とした学習体制につい

ての研究を行う。 

 (３) 学校図書館のプラットホーム化（学校図書館地域開放） 

 ○ 学校図書館を地域に開放することにより、地域の読書活動の推進を図る。 

 ○ 学校図書館を活用して、子供たちへの読み聞かせや季節の行事等、世代を超えて人々

が集う催しを企画・ 

運営する体制を構築 

し、地域の世代間交 

流の促進、教育力の 

向上を図る。 

 

 



研究の成果 

(１) 研究協議会の設置・運営 

① 研究協議会を設置し、年７回の協議会を開催 

  ○ 加配の学校事務職員を中心として、研究協議会を定期的に開催することで、本事業に対する方

針等を細かに確認・修正することができた。また、新たに協議会のメンバーが加わるなど、地域

に本事業に対する理解者が増え、支援の輪が広まりつつある。 

  ○ 本事業に関するパンフレットを作成し、地域の方への広報を行うことができた。 

② 加配の学校事務職員による効果 

  ○ 授業における外部人材活用での首長部局等 

との調整・連絡、学校図書館活用における図書 

の手配など、教員の代わりに事務職員が役割を 

担うことで、教員の負担軽減につながると共に 

教員が児童生徒と向き合う時間の確保にもつながった。 

 

(２) 公立図書館と学校図書館とのネットワーク化（首長部局等との連携・協働） 

 ① 首長部局等との連携・協働 

  ○ 首長部局等との協働による授業と学校図書館の活用が連動するような学習を進めることで、授

業で学習したことを学校図書館でさらに調べたり、学習内容をより深めたりしようとする児童生

徒が増えた。また、学校図書館の「学習・情報センター」としての機能が十分に発揮できたこと

は、年間来館者数でも明らかであった。 

（首長部局等との連携）小学校：連携課～商工観光課、健康推進課、スポーツ振興課 

中学校：連携課～水道課、商工観光課、建設課、社会教育課 

  （年間来館者数）   小学校：平成27年度 10019人 → 平成 29年度 15150人 

中学校：平成27年度  2752人 → 平成 29年度  4507人 

 

(３) 学校図書館のプラットホーム化（学校図書館地域開放） 

 ① 中学校における学校図書館まつり、平日学校図書館開放 

○ オープンスクールに合わせて「学校図書館まつり」を実施した 

（参加者数：約230人）。参観授業や生徒による群読やビブリオバ 

トル、ブックウォーク、吹奏楽部とコラボレーションした読み聞か 

せなど多様な企画を行うことで、地域の方々も楽しめるものとなっ 

た。地域の高齢者の方々から「私たちもビブリオバトルに参加して 

みたい。」といった声も聞かれ、図書館を中心とした新たな交流も生 

まれつつある。 

② 小学校における学校図書館地域開放イベント 

○ 第３日曜日の家庭の日に、学校図書館地域開放を行った（年６ 

回：参加者総数460名）。本の貸し出しや読み聞かせなど図書に関 

するものだけでなく、育児相談コーナー、木育体験コーナー、健康 

相談、大学生による学習支援など様々な年代の方が来られるような 

イベントを組み合わせて行った。このような地域開放を定期的に行 

うことで、来場者数も増え、地域の方々へ読書の輪が広まりつつあ 

る。また、多くの方々が学校に集うことで新たな発想も生まれるな 

ど、地域の活性化につながる取組でもあった。 

本件 

問い合わせ先 

小林市教育委員会 学校教育課  

TEL：0984-23-0424 FAX：0984-24-1503 E-mail:k_gakko@city.kobayashi.lg.jp 
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